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安全の確保

O安全確保田視点においてシナ
リオ聞の珪が生じる可能性は
ほとんどないと考えてよい。

O直接処分を選択する塙告に
1玄、シナりオ③と同樺の考慮
すべき事項がある.

前回と同樟
(福島事故を踏まえた安全確揮が必要)

前
提
最
件
と
し
て
必
要
不
可
先
な
視
点

-福島事故を踏まえた安全
確保が必要

技師的成立性

O技師の遭択が50年後になる状
況下において、それまでの
問、植燃料サイクルの按楠基
盤田維持及び研究開尭由実
施、並びに直接処分の研究開
尭由実施を平行して進めるこ
とが必要となるが、記録とし
て残せない技冊目維持や責金
調達等田点で困難が大吉い。

O将来、再処理を実施する場合
には、軽水炉{ブルサーマ
ル)桜醜料サイクルにより、
1-2割程度のウラン貰蹄節
約効果がある.さらに、高珪
増殖t戸報燃料サイクルが実用
化されれば、半永久的な核燃
料費調が得られる可能性があ

Oる.
直接処分を選択した場合に
は、シナリオ③と同じ。

前回と同掃
再処理技荷 I 不確実性恒下
FBR;もんじゅ再起動先融

により進毘は僅か
直接処分，海外宴輔は進

捗、国向知見は遺択肢確保
となるほど進捗なし

宜調節約性及び供給安定性
(エネルギーセキュリティ)

-新興国のエネルギー開発
が加速、需要が増加

エ ネ ル ギ 置lli冊桔の高
曲、貰調確保の競争量化

前固と同様
[判断が量れれば、新興国田需要増加等により、貰調的制約がより厳し〈なる恐れあり.また、揖原子力と

なることで、再処理量に能曹がある湯合I玄、再処理量が減る分だけ、再処理によるヱネルギーセキュリティ
上回メリットは小さくなる.) 
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理境適合性
(楯環型社会との適合性)
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前回と岡樺

前固と同様
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前面E商事

前回と同楠

貰諌町有効活用性
(リサイクル)

経済性
{輯燃料サイクルコスト)

(数値は割引串2崎町場合)

引i原子力発電コスト | 約4.7-4.8円/酬

的 Ii 
意

車 f---一 一一一一一一ー一一一一'一一一“一一一一一一一一
回

基Ii 約1.1-1.2円/k仙
面IIうち核燃料サイクルコスト

量
をl ilili-一一 一 一 一 一 _ _ _ _ _ _ _____-1 一一一一一一一一一目

尿刷11

l-一一一一一l 一一一→一一一一一←一一一一一一一 一一一一一
参考値)

! 原子力量電コスト+ I 約5.6-6.3円川h ? 
i 政策車更に伴う費用 l 

」一一一ー…一一一一一一一一一----~一 一 一一一一一一 一…一一一
10 政策車更に伴う課題として

ι立地地域との信頼聞係を
損なう可能性など縁々な項目
が存在するが、ここでは、

10 定の恒定の基に定量化が可能
なものについて算定結果を求
めた.

!政聾蛮買コストを計算する際| 政賠更により原子力量電所
由前提事項 が停止する蓋能性につい は

確定的なことは言えないが‘
代替火力発電関豊田コスト算
定由際の政軍主亘龍の運転再
開時期は、①2015年、②2020
年としたa これは、再処理を
前提にしない中間貯障施設の
立地やサイト向貯障害量の大
幅増といった封車がこれだけ
の時聞をかければ立地地培の

一一一一ー一 --'-'1 約Tg円冗前一衛事l率一 I 一有C閉7即日 1割引率"丁一一約百万円7kWfi-"(;!i1畑率一
3帖 3同 3同)

(割引率3同/設備利用率割引率3同/設備利用率割引率3同/設備利用
80同/稼働年数40年) 1 80拍/稼働年数40年) 1 率B口同/稼働年数40
コスト検証小委報告書案 l コスト検証小委報告書案 l 年)

資本質等6.8円/川町+下記l 資本費等6.8円/kWh+下 記 | コスト検証小委報告書案

一一一一一一目一一一_:'t:i..7..1l-=誌に一一一l一一一一支壬!:LJ.回 Lo上一一上一資本費隻LS1'l.L1lWh士二E記“

-事故コストが顕在化

(運転中コストはこれ

から議論予定)

1. 14円/kWh(割引率3%) 1. 15円比四h(割引率3拍)
1.17円/kWh(割引率

3略)うちフ臼ントエンド 0.61門

うち，<ックヱンド O.49~O.5直門

政策車豆コスト
六ヶ所再処理工場の建設の

進展
。



前回大綱の『シナリオ@当E 一一禽'Jõl~込ふ...n.t.j/Jj~..a..__1-1 ζ二or.WL亡( 揖原子力ケス 2 (2030年 10GW)

O コストの幅It岩撞の遣い等に
よるもの

経済・産業への艶聾 *新規追加項目 の{場原合予、力原維子持力ケ線ー終スとと比の絞比し較て予定)
例)2030年以降、35GW-定 発電原価1玄、約0.7伺IkWhよ昇.

世業員散(地元)

その他

前回と同様

政 核不拡散性 中の東高諸ま国り田要に植求よ兵向り器上、開植発不意拡欲散

量的

意
轟
田

較比衛

量
を

行視点つ
減原子力により、原子力発電所新詮がないので、メ カ の匝耐力維持困難

住師力維持 キ新規追加項目

国際貢献 *新規追加項目
進目F国めBR際ら開核れ発酷て取料おりパりや、ンめ海ク、外あ(のIAるE扇Aい子‘は力l遅UE量れC)電がが所設想に定立対ささすれれるるる燃こ料方と供か、給曹ら保が、証国固に際に活貢お用献け可にる能支「障低謹縮ウラン繭蓄対策事業Jが

主要因ではない。

韓英仏国国画PUのにHはL再てWM処O処の何X分利理高事りl渇用技ま用立)楠方り地を撞策進公得(展表意余あ故剰 i策2今0を叩桂横年討、憧。B用O慣日済用ま棉ユ車料寄ッ燃カ料韓マはウ現関ン在連テ大放ン米半射担国は性分発廃場電棄町所物許での認サ一可イ申ト請向を貯一取臆りさ下れげて理、いL 
海外国動向

-福施島事設故のに容よと性なる新世たな原
[社立会畳容性性)

子力 畳 下
地困雛 -対広域応が必要 る自治体

の化
ーーーーーーーー---ーー・.----

OO 止当まにる面措場相た置、、合当穴将規にあ来は模るヶ所、.のい再再は2再0処転処5処0理理理聞年施が度施在設必実頃設の要施がま鹿必。すで

将来の判断次第

』ーーーーーーーーーーーーーー--明----

O 将来、 再20処田理を実施すに施る場相設合当が
将来由判断説草

現 には、 年度牒頃料ま加で

実的
規模田MOX エ
必要.

な

制約条件と

ーーーー司-・・ーーー・ーー. 一一ー 一一一一一一一一一一一

。宮主Z-Z主EER害EEEE面白書出恐事慌主
O 至近年で発電所運転への影響の可能性あり

施、極設 必要にな0る50 
な る。 さらに‘ 2
る に胴<'(9ω12か所が

視 5年設』とに 1箇な所
点 の中間貯施が必要と

。るEEL帥ゐ，3緊E霊t宝山242224田f長4E三惇あZる可すT 

O住あ用済膿軒が確目直認接処分に関する方聾が.及び立地活動が性具が体あ的にならないと、地元が『中間』貯属施訟で
ること 1..<いため、立地困難になる可能 る.

ーーーーーーー・ーーーー司-----ーーーー ーー ー一一一一一一一一一一一一一一一

O憧方用済が酷訣料渇ま白取掘についての O 処分場の必性甚が量あ!玄、判断2従軍.判断先送りが続〈と、政置に関する疑問が生じ、施設立地の困難世が高

針なな るまでは、どのよ まる可能 る.
う処分が必要になるか不
明 ので、立地活動は困難。

現実的

i1f葬認品識i吋昨

前回と同樟
があ . 

な (f) 品分形簡を

制 とによなり、処分場

約最件と

が進まい.
SFの蓄停積止にリよスるヲプラント政措変更に伴う課題 (g) 方ないことにより、

向性が不透明に
る

な (h)政聾カ《決定がしないことにより、

視点る
韓 国 再能国処際性理を行解うことに
ついての 的理を桂持で
きない可 がある.
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前固と同様
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年間所要墨(100万kW)【tU】

PWR 180.0 

天然U BWR 177.0 

平均 178.5 

PWR 18.0 

濃縮U BWR 23.0 

平均 20.5 

わが面の言量爾蚕董夜扇面奪度末)
4614.8万kW

46基相当旧日目附}

2.6年分の備蓄効果は

圏内所要量【tU/年】

8211.0 

943.0 

圏内在庫量【tU】

559.0 

1423.0 

国向加工工程由惜蓄効果

発電所での備蓄効果

合計

=設備容量4，600万kWX利用率70%x2.6年 x24時間 X365日

= 7269 1:意kWh

7.70 EJ {一次エネルギー換算)

石油備蓄 原子力備蓄効果

備蓄量
8948万kl

2.58年分
(175日分相当)

一次エネルギー後算値 3.6 EJ 7.70 EJ 

所要費用 2，332億円/年 0円

原子力備蓄効果の価値は

= 4986億円/年

在庫量/所要量【年】

0.07 

1.51 

1.58 
1.00 
2.58 

」

年分担当

年分相当

年分相当



| ドラフト | 

減原子力に伴う発生費用等に

ついて

2012年1月日

原子力政策の経緯

• 2011年3月11日、東日本大震災、福島第一原子力発電所の事故

( ・2011年7月29日エネルギー環境会議中間報告。

・2011年9月新原子力大綱策定会議の審議再開。

・12月21日第5回会議にて、エネルギ一計画策定にあたっては、可能な限り減原

子力を目指す等を盛り込んだ基本方針を決定。

・2012年1月6日、新らたな安全規制のポイントを公表。高経年化炉対策として

r40年運転制限制』を導入。

1 



減原子力に伴う費用増及びその他の損失

-圏内53基の原子力発電所を停止する場合には、それに伴う代替電源確保のた
めの費用が発生し、その費用は何らかの形で国民に転嫁されることになる。

-減原子力に代わるエネルギーミックスの組み合わせにより、発電に伴いC02発
生量の増加が考えられる。

-原子力発電に代わる火力発電の追加導入に伴い、化石燃料の輸入が必要とな
り、国富の流出が考えられる。

-減原子力により、原子力分野における人材育成や、圏内メーカーにおける技術
力維持が困難となると考えられる。

-減原子力により、国際展開は限定的になると考えられる。

1岡原子力発電所停止に係るコスト

2 

/¥  
、/
~. 

.原子力発電所の停止に伴い、代替電源確保が必要 ¥ 

~診現在、基本問題委員会にて、エネルギーミック
の選択股について議論中。
》 代替電源は、 LNG火力としてコスト評価を実

施。これは、コスト影響を可能な限り抑えるため、

コスト等検証委員会の試算で安価なものを選択。
また、火力の発電原価には、 C02対策費用を考

慮、しているが、国際公約遵守の考えから、 C02発
生量を可能な限り抑えるため、石炭火力ではなく、
LNG火力とした。

3 



1 .原子力発電所停止に係るコスト

0発電経費の比較位012~2030年の19年間累計)
現状維持;43.6兆円
減原子力:48.7兆円

差分 5. 1兆円

約0.3兆円/年

0発電原価
約1円/k Wh (2012年度価格)上昇

平均発電原価(2012-2030年)(円/kWh) 

割引率0% 割引率1% 割引率3%

現状維持 8.4 8.0 7.6 

減原子力 9.4 9.1 8.7 

差分 1.0 1.1 1.1 

割引率5%

7.6 

8.6 

1.1 

(各項目で四捨五入しているため、合計は一致しない)

(参考)コスト試算の考え方

(共通)

・設備利用率;70%

・評価期間 ;2012~2030年度

-原子力、火力のコストlこは、コスト等検証委員会と同様に、社会費用(事故

コスト、政策経費、 C02対策費用)を考慮。

=新設電源は、コスト等検証委員会のモデルプラントの緒元で試算。

-既設原子力発電所は、各社至近5年の有価証券報告書をもとに、試算。な

お、共通費として、一般管理費を考慮。財務費用は、コスト等検証委員会

と同様、考慮せず。

(現状維持)

・原子力発電所の運転年数を60年。代替電源は、原子力。

(減原子力)

・原子力発電所の運転年数を40年。代替電源は、 LNG火力。

4 
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